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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (千円) 4,114,9928,910,68611,167,061 ― ―

経常損失 (千円) 3,419,381154,135 621,442 ― ―

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) △4,643,1061,195,322△787,996 ― ―

純資産額 (千円) 5,139,89612,862,77711,024,086 ― ―

総資産額 (千円) 11,710,16215,820,08512,524,898 ― ―

１株当たり純資産額 (円) 9.78 12.80 11.16 ― ―

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △14.65 1.41 △0.79 ― ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 43.9 81.3 88.0 ― ―

自己資本利益率 (％) ― 13.3 △6.5 ― ―

株価収益率 (倍) ― 36.9 ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,053,344△746,881 255,902 ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △4,665,820△10,388,5872,251,517 ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 6,677,49211,203,496△1,559,095 ― ―

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 1,503,0701,583,1502,531,475 ― ―

従業員数(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
301
(9)

240
(6)

236
(6)

―
(―)

―
(―)

(注) １　売上高には、消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という)は含まれておりません。
２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第86期に新株予約権を発行しておりますが、１株当たり当
期純損失であるため記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第87期及び第88期において潜在株式が存在しないため記載
しておりません。

４　第86期及び第88期において１株当たり当期純損失が生じているため株価収益率は記載しておりません。
５　従業員数は、就業人員数を表示しております。
６　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会
計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指
針第８号)を適用しております。

７　第88期において、連結子会社の株式会社ESPAは解散しており又、株式会社エスジーエヌ、株式会社ウイッツ、株
式会社プレイメイト及び株式会社なごみ設計については、全株式を売却した為、連結子会社が存在しなくなっ
たことに伴い、第89期より連結財務諸表を作成しておりません。このため第89期以降の連結経営指標等の数値
については記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (千円) 3,169,6806,261,33610,155,8838,227,9594,001,124

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △2,024,358522,195 265,276△1,018,258△879,923

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) △3,229,726748,518 303,616△5,583,067△2,502,760

持分法を適用した場合
の投資利益又は投資損
失（△）

(千円) ― ― ― 216,702△321,134

資本金 (千円) 13,205,71710,000,00010,000,00010,000,0005,000,000

発行済株式総数 (株) 525,667,6601,020,698,6821,020,698,6821,020,698,6821,020,698,682

純資産額 (千円) 6,587,15412,367,23912,140,7046,217,1403,725,479

総資産額 (千円) 11,426,59715,244,40713,683,9987,627,3075,027,174

１株当たり純資産額 (円) 12.53 12.11 11.96 6.18 3.70

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当
額)

(円)
―

(―)

0.3

(―)

0.2

(―)

―

(―)

─

(─)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △10.19 0.91 0.29 △5.51 △2.49

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 57.7 81.1 88.7 81.5 74.1

自己資本利益率 (％) ― 7.9 2.4 ― ─

株価収益率 (倍) ― 57.1 84.0 ― ─

配当性向 (％) ― 33.0 68.9 ― ─

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △829,662 142,480

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △393,970 436,032

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △362,725△51,654

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) ― ― ― 911,8351,438,693

従業員数(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
30
(9)

213
(6)

207
(6)

165
(8)

146
(7)

(注) １　売上高には、消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という)は含まれておりません。
２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第86期に新株予約権を発行しておりますが、１株当たり当
期純損失であるため記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第87期、第88期、第89期及び第90期において潜在株式が存在
しないため又、第89期及び第90期においては、当期純損失のため記載しておりません。

４　第86期、第89期及び第90期においては１株当たり当期純損失が生じているため株価収益率は記載しておりませ
ん。

５　従業員数は、就業人員数を表示しております。なお、当期末従業員数には、出向受入者３名が含まれております。
６　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会
計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指
針第８号)を適用しております。

７　当社は、キャッシュ・フロー計算書を第89期より作成しているため、第88期以前の営業活動によるキャッシュ
・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フローならびに現金及び現金同
等物の期末残高については記載しておりません。
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２ 【沿革】

株式会社エス・サイエンス設立以後の経緯は、次のとおりであります。

　

年月 概要

昭和21年４月 千葉県茂原市において協同産業㈱を受け継ぎ志村化工株式会社(資本金10万円)を設立し硫酸銅事

　 業計画に着手。

昭和21年12月 東京都板橋区志村に移転。

昭和22年４月 硫酸銅生産販売開始。

昭和23年９月 ニッケル事業計画に着手。

昭和24年１月 硫酸ニッケル生産販売開始。

昭和25年１月 ニッケル地金生産販売開始。

昭和26年12月 東京都板橋区長後町(現在の板橋区東坂下)に移転。

昭和27年３月 ニッケル新工場完成。

昭和28年12月 資本金２億４千万円で東京証券取引所の市場第一部に上場。

昭和38年１月 東京板橋区に志村工事㈱を設立(昭和50年４月社名を志村産業㈱に変更)

昭和43年12月 北海道伊達町(現在の伊達市)にて工場用地買収。

昭和44年６月 伊達町にフエロニッケル工場新設。

昭和54年７月 東京都板橋区東坂下にニッケルの梱包、切断及びニッケル塩類製造工場完成(借地)。

昭和54年10月 旧ニッケル工場跡地売却。

昭和57年12月 フエロニッケル操業終結。

昭和60年11月 伊達工場跡地の整地完了。

平成２年３月 定款を変更し、事業目的に「貸金業」等５項目を追加。

平成４年６月 宅地建物取引業の免許を取得し、営業活動開始。

平成８年９月 特定建設業の許可を受け、営業活動開始。

平成12年６月 定款を変更し、事業目的に「磁石・磁気素材の製造販売」等３項目を追加。

平成13年６月 定款を変更し、事業目的に「金属粉末の製造販売」を追加。

平成14年１月 静岡県御殿場市深沢に磁石・金属微粒子製造工場新設。

平成15年６月 定款を変更し、事業目的に「学力養成及び進学指導に関する学習塾及び一般教養、趣味等に関す

　 る文化教室の経営並びに開設・運営に関するコンサルティング」等４項目を追加。

平成15年10月 社名を株式会社エス・サイエンスに変更(本店所在地を東京都板橋区から千代田区に変更)。

平成16年９月 株式会社ウインの株式の過半数を取得。

平成17年３月 株式会社修学社の株式の過半数を取得。

平成17年３月 金属微粒子製造部門である御殿場工場を譲渡。

平成18年３月 株式会社フェリックスを吸収合併。

平成19年３月 教育事業部・関東本部を譲渡。

平成19年９月 建設事業の廃止。
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３ 【事業の内容】

当社の事業における位置付け及び事業部門との関連は、次のとおりであります。なお、事業区分は事業部

門と同一の区分であります。

　
事業部門 事業内容

ニッケル事業 ニッケル地金及びニッケル塩類の販売

不動産事業 不動産の売買、仲介及び賃貸

教育事業 学習塾の経営

環境事業 コンポスト化システム装置の販売

　

事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合(％)

関係内容

(関連会社) 　 　 　 　 　
㈱東理ホールディン
グス

東京都中央区 10,000非鉄金属
所有　 　20.5
(被所有 　 12.9)

役員の兼任１名及び
資金の貸付

(注)　有価証券報告書の提出会社であります。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

 
146(7)

 
40.0 10.5 3,950

(注) １　従業員数は、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。
３　当期末従業員数には、出向受入者３名が含まれており、(　)は嘱託人数を外数で表示しております。
４　前期末に比較して従業員数が19名減少しておりますが、主な理由は事業再構築によるものであります。

(2) 労働組合の状況

当社の労働組合は、志村化工労働組合と称し化学一般全国協議会関東地方本部及び板橋区労働組合連

合会に加入しております。平成21年３月31日現在の組合員数は６名であります。

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当期のわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した金融危機による景気の悪化、株式・為替の

大幅な変動による先行き不安が強まり、景気の後退が強まる状況で推移しました。

このような環境の下、当社の売上高につきましては、ニッケル事業では販売数量が落ち込み、更にＬＭＥ

価格が大幅に下落したことにより、売上高は減少しました。不動産事業では、サブプライムローン問題、金

融の停滞等による影響から不動産市況は大幅に悪化しましたが、仕入物件の絞込みを行い販売案件の売

却活動に努めました。教育事業では、年間を通じ生徒数の確保と顧客単価の向上に努めました。また、株価

の下落により有価証券評価損3億2百万円を営業外費用に計上し、さらに関係会社であります株式会社東

理ホールディングスの株式評価損13憶36百万円を特別損失に計上いたしました。

　以上の結果当期の業績は、売上高40億1百万円（前年同期売上高82億27百万円）、営業損失5億85百万円

（前年同期営業損失10億57百万円）、経常損失8億79百万円（前年同期経常損失10億18百万円）、当期純

損失25億2百万円（前年同期純損失55億83百万円）となりました。

 

　

事業部門の業績を示すと、次のとおりであります。

①　ニッケル事業

ニッケル事業におきましては、販売数量が落ち込み、更にＬＭＥ価格が大幅に下落し販売価格が低下し

たことにより、売上高は23億7百万円（前年同期比58.3％減）となりました。

②　不動産事業

不動産事業におきましては、サブプライムローン問題、金融の停滞等による影響から不動産市況は大幅

に悪化しましたが、仕入物件の絞込みを行い販売案件の売却活動に努めた結果、売上高は2億27百万円(前

年同期比80.2％減)となりました。

③　教育事業

教育事業におきましては、年間を通じ生徒数の確保と顧客単価の向上に努めた結果、売上高は14億66百

万円（前年同期比5.5％減）となりました。

④　環境事業及び特別事業

環境事業におきましては、営業活動を進めて参りましたが成約に至らず売上の計上はできませんでし

た。特別事業につきましては当事業年度より事業活動を行っておりません。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ5億26百万

円（57.8％）増加し、14億38百万円となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少と棚卸資産の減少により、１億42百万円と前年

同期と比べ９億72百万円の増加となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは短期貸付金の回収により、4億36百万円前年同期と比べ８億30百

万円の増加となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは長期借入金の返済により、△51百万円と前年同期と比べ３億11百

万円の増加となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当事業年度における生産実績は、次のとおりであります。

　　ニッケル事業

　
事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％)

ニッケル事業
ニッケル地金 1,677,792 △61.7

ニッケル塩類 164,212 △64.8

ニッケル事業計 1,842,004 △62.0

(注) １　金額は、製造原価によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 仕入実績

当事業年度における仕入実績は、次のとおりであります。

　
事業部門 仕入高(千円) 前年同期比(％)

ニッケル事業
ニッケル地金 1,854,247 △62.3

ニッケル塩類 233,747 △65.0

ニッケル事業計 2,087,994 △62.6

不動産事業 215,873 △75.0

(注) １　金額は、仕入価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注状況
当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

　

(4) 販売実績

当事業年度における販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

　
事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％)

ニッケル事業 2,307,462 △58.3

不動産事業 227,473 △80.2

教育事業 1,466,189 △5.5

環境事業 ─ ─

合計 4,001,124 △51.4

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合

　

相手先
前事業年度 　

販売高(千円) 割合(％) 　 　

ニッケル事業

旭日産業㈱ 1,769,168 32.0 　 　

アルコニックス㈱ 586,342 10.6 　 　

双日㈱ 565,422 10.2 　 　

　 　 　 　 　 　

相手先
当事業年度 　

販売高(千円) 割合(％) 　 　

ニッケル事業

旭日産業㈱ 689,140 29.8 　 　

双日㈱ 423,363 18.3 　 　

早川商事㈱ 250,630 10.8 　 　
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３ 【対処すべき課題】

(1) 当社の現状の認識について

今後の国内経済は、景気の減速による厳しい環境が続く中、当社の関連する業界におきましては、公共

投資の減少、自動車産業には穏やかな回復が予想されるものの販売不振は当面続くものとおもわれ、不動

産市況の低迷と少子化問題等経営環境は厳しい状況で推移するものと予想されます。

　

(2) 当面の対処すべき課題の内容

このような厳しい経営環境ではありますが、当社といたしましては、利益重視の効率経営を経営方針と

していることより、以下の重点施策を実施いたします。

①　営業基盤の強化

②　収益力の強化

③　人材の強化

　

(3) 対処方針及び具体的な取組状況

①　営業基盤の強化

新規顧客の開拓、既存顧客でのシェアの拡大による営業基盤の強化が、当社における急務の課題であ

ります。このため、顧客第一主義を徹底し、地域戦略や商品戦略の見直しによる顧客ニーズにあった商

品やサービスの提供等、一層のきめ細かい付加価値サービスを展開し、営業基盤の拡大を図っておりま

す。

②　収益力の強化

上記営業基盤の強化による売上増加の推進に加え、粗利益率の向上や、徹底したローコスト経営によ

る収益力の強化を図ってまいります。このため、採算意識の徹底や商品戦略の再構築による高付加価値

商品、成長商品の販売増強を行い、粗利益率の向上を図るとともに、トータルコストの一層の削減やリ

スク管理の徹底により、収益力の向上を図っております。

③　人材の強化

上記営業基盤の強化、収益力の強化を担える人材の育成を行ってまいります。このため、教育体系の

確立や充実を行い、提案のできる人材の育成や積極的な人材登用と適材適所による人材の有効活用を

図り、活力に満ちた人材集団にしております。

　

以上、今後の外部環境に柔軟に対応しつつ、課題克服に全力を傾注してまいる所存であります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(非鉄金属市況及び為替の変動)

当社の事業の一つでありますニッケル事業の製品については、ロンドン金属取引所（ＬＭＥ）の相場

に決定される国際市況商品であるため、国際市況の変動を大きく受け、また為替変動の影響を受けます。

このため、常に適正な在庫の確保に努めリスクの軽減を図っておりますが、非鉄金属の市況が当社の経営

成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

 

　

　

５ 【経営上の重要な契約等】

独立行政法人科学技術振興機構と締結しておりました新技術開発委託契約(高速汚泥コンポスト化シス

テムに関する新技術の開発および開発費用の融資)は終了し、開発費返済契約(平成30年５月10日迄)を締結

しております。

　

６ 【研究開発活動】

当事業年度の研究開発活動は、従来通り、顧客に信頼される「製品」を開発することに加え、地球の環境

に配慮した製品を開発すべく研究を日々積み重ねております。

研究開発体制は、当社と研究開発企業とが密接な連携・協力関係を保ち、効果的に活動を推進していきま

す。

当事業年度における当社が支出した研究開発費の総額は、11,726千円であります。

　

事業部門別の研究開発活動を示すと次のとおりであります。

(環境事業)

現在当社が開発を進めております「排気ガス低減装置」につきましては、国土交通省の定めるNOx-PM

ほか各規制値をクリアーしテスト走行も終了し、国土交通省への認定取得目指してまいります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) 財政状態の分析

(流動資産)

当事業年度末における流動資産の残高は、32億1百万円で、前事業年度末に比べ10億94百万円減少し

ております。売上債権の減少が主な要因であります。

(固定資産)

当事業年度末における固定資産の残高は、18億25百万円で、前事業年度末に比べ15億6百万円減少し

ております。関係会社株式の減少が主な要因であります。

(流動負債)

当事業年度末における流動負債の残高は、４億18百万円で、前事業年度末に比べ20百万円減少してお

ります。未払費用と未払金の減少が主な要因であります。

(固定負債)

当事業年度末における固定負債の残高は、８億82百万円で、前事業年度末に比べ87百万円減少してお

ります。長期借入金の減少が主な要因であります。

(純資産)

当事業年度末における純資産合計の残高は、37億25百万円で、前事業年度末に比べ24億91百万円減少

しております。当事業年度において減資を行い繰越利益剰余金の欠損填補を行っておりますが、最終的

に25億２百万円の当期純損失が計上されたことが主な要因であります。

　

(2) キャッシュ・フローの分析

当事業年度における現金及び現金同等物の期末残高は、５億26百万円増加し14億38百万円となりまし

た。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、１億42百万円の現金及び現金同等物の増加となりました。

その主な内訳は、売上債権の減少と棚卸資産の減少によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、４億36百万円の現金及び現金同等物の増加となりました。

その主な内訳は、短期貸付金の回収によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、51百万円の現金及び現金同等物の減少となりました。

その主な内訳は、長期借入金の返済によるものであります。
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(3) 経営成績の分析

(売上高)

当事業年度における売上高は40億１百万円(前年同期比51.4％減)となりました。

売上高が減少した主な要因は、ニッケル事業及び不動産事業の売上高の減少によるものであります。

(売上総利益)

当事業年度における売上総利益は、教育事業における原価低減により１億32百万円(前事業年度売上

総損失85百万円)となりました。

(販売費及び一般管理費)

当事業年度における販売費及び一般管理費は、７億18百万円と前事業年度に比べ２億54百万円減少

(26.1％減)しております。これは人件費等を含め経費の削減に務めたためであります。

(営業損失)

当事業年度における営業損失は、５億85百万円(44.7％減少)となりました。

(経常損失)

当事業年度における経常損失は、8億79百万円(13.6％減少)となりました。

(特別損益)

当事業年度における特別利益として41百万円を計上しております。これは、前期損益修正益31百万円

及び役員退職慰労引当金戻入５百万円等によるものであります。また、特別損失として16億51百万円を

計上しております。これは、関係会社株式評価損13億36百万円及び貸倒引当金繰入83百万円等によるも

のであります。

(当期純損失)

税引前当期純損失は、24億89百万円(55.3％減少)となり、税効果会計適用後の法人税等負担額は12百

万円(5.9％減少)となりました。その結果、当期純損失は、25億２百万円(55.2％減少)となりました。

　

EDINET提出書類

株式会社エス・サイエンス(E01300)

有価証券報告書

13/77



第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社は、長期的に成長が期待できる製品分野及び研究開発分野に重点を置き、合わせて省力化、合理化の

ための投資を行っておりますが、当事業年度において計上いたしました重要な設備投資はありません。

　
　

２ 【主要な設備の状況】

平成21年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業部門の
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

摘要
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

工具器具
備品

合計

志村工場
(東京都板橋区)

ニッケル事業 生産設備 23,894 6,433
─

( 5(5))
2,178 32,505

5
(3)

　

本社
(東京都千代田区)

全社 本社機能 4,026 1,218
─
(─)

2,528 7,772
12
(3)

　

大阪営業所
(大阪市天王寺区)

ニッケル事業
不動産事業

販売業務 312 ─
─
(─)

7 319
1
(1)

　

関西本部
(大阪市天王寺区)

教育事業 事務業務 330,881 ─ ─ 11,403342,285
8

(─)
　

　(注) １　土地のうち(　)は賃借分であります。
２　提出会社の従業員数は、出向受入者３名が含まれており、(　)は嘱託人数を外数で表示しております。
３　従業員数には、契約社員、非常勤講師及び事務パート職員等の臨時従業員は含んでおりません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

重要な設備の新設等の計画はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,800,000,000

計 1,800,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,020,698,6821,020,698,682

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 1,020,698,6821,020,698,682― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成16年４月１日
～

平成17年３月31日
(注)１、２

313,800,000525,667,6603,805,51013,205,7171,535,2643,805,510

平成17年４月１日
～

平成17年４月22日
(注)３

73,400,000599,067,660676,24013,881,957676,2404,481,750

平成17年６月29日
(注)４

― 599,067,660 ― 13,881,957△3,805,510676,240

平成17年７月21日
(注)５

290,000,000889,067,6602,900,00016,781,9572,610,0003,286,240

平成17年12月14日
(注)６

90,000,000979,067,6602,340,00019,121,9572,340,0005,626,240

平成18年３月１日
(注)７

― 979,067,660△9,121,95710,000,000△5,626,240 ―

平成18年３月１日
(注)８

41,631,0221,020,698,682― 10,000,000 ― ―

平成20年４月10日
　　　　　　　(注)９

─ 1,020,698,682△5,000,0005,000,000 ― ―

(注) １　第三者割当増資により資本金及び資本準備金がそれぞれ3,805,510千円増加し、取崩により資本準備金が
2,270,245千円減少しております。

２　平成16年６月29日開催の定時株主総会において、資本準備金を2,270,245千円減少し欠損てん補をしておりま
す。

３　第４回新株予約権行使により、資本金及び資本準備金がそれぞれ676,240千円増加しております。
４　平成17年６月29日開催の定時株主総会において、資本準備金を取崩し、欠損てん補しております。
５　第三者割当増資 発行価格　　19円　　　資本組入額　　10円

主な割当先 福村康廣、㈱東理ホールディングス、㈱エデュケーションコンサルタント、品田守敏
６　第５回新株予約権の行使により、資本金及び資本準備金がそれぞれ2,340,000千円増加しております。
７　平成18年１月30日開催の臨時株主総会の決議にもとづく欠損てん補によるものであり、減資割合は47.7％であ
ります。

８　平成18年３月１日付の㈱フェリックスとの合併によるものであり、合併比率は当社１に対して㈱フェリックス
2.74であります。

９　平成20年４月10日開催の臨時株主総会において資本減少の件が決議され資本金10,000,000千円が5,000,000千
円減少して、5,000,000千円となっております。

10　平成20年６月27日開催の定時株主総会において、その他資本剰余金5,040,073千円と利益準備金52,000千円減
少し欠損てん補することを決議しております。

　

(5) 【所有者別状況】

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 13 48 195 51 42 40,54840,897 ―

所有株式数
(単元)

─ 53,8888,534143,79212,436 792800,4191,019,861837,682

所有株式数
の割合(％)

─ 5.27 0.83 14.08 1.21 0.07 78.49100.00 ―

(注) １　自己株式14,728,940株は「個人その他」に14,728単元及び「単元未満株式の状況」に940株含めて記載してお
ります。

２　「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の中には、証券保管振替機構名義の株式が190単元及び660株が
含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社東理ホールディングス 東京都中央区八重洲２－８－５ 132,571 12.98

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４Ｇ）

東京都中央区晴海１－８－１１ 36,630 3.58

福　村　康　廣 東京都世田谷区 25,000 2.44

品　田　守　敏 神奈川県横浜市中区 20,000 1.95

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 5,145 0.50

安本　友信 大阪府大阪市天王寺区 5,042 0.49

西　川　廣　志 兵庫県小野市本町 4,900 0.48

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－１０ 4,878 0.47

ゴールドマン・サックス・アン
ド・カンパニーレギュラーアカ
ウント
 
（常任代理人　ゴールドマン・　
　サックス証券株式会社）

85 BROAD STREET NEW YORK, NY, USA
 
 
港区六本木６－１０－１

4,219 0.41

春　原　宗　夫 長野県上田市上塩尻 4,032 0.39

計 ― 242,418 23.75

(注)　上記のほか当社所有の自己株式14,728千株(1.44％)があります。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式
      14,728,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式
1,005,133,000

1,005,133 同上

単元未満株式
普通株式

837,682
― 同上

発行済株式総数 1,020,698,682― ―

総株主の議決権 ― 1,005,133 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が190,000株(議決権190個)含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式940株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社エス・サイエンス

東京都千代田区丸の内
三丁目１番１号

14,728,000― 14,728,0001.44

計 ― 14,728,000― 14,728,0001.44

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社エス・サイエンス(E01300)

有価証券報告書

18/77



２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

　

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 15,220 56

当期間における取得自己株式 2,344 0

(注)　当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(買増請求による売却) 2,770 16,720 ─ ─

保有自己株式数 14,728,940 ─ 14,731,284 ─

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要政策に位置づけており、経営の改善と業務の効率化に努

め、企業価値を高めていく所存であります。当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針とし

ており、配当の決定機関は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、誠に遺憾ながら損失計上となった為、期末配当は見送ること

とさせていただきます。

今後につきましては、復配ができます様に、全力で取り組んでまいります。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 66 95 58 29 12

最低(円) 20 14 23 9 2

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 7 6 6 4 3 4

最低(円) 4 5 3 2 2 2

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
会長

― 品　田　守　敏 昭和15年８月28日生

平成７年３月 当社取締役

(注)２、
4

20,000

平成12年６月 当社取締役副社長新規事業統括

平成13年10月 当社代表取締役副社長

平成15年６月 　当社代表取締役社長

平成21年５月 当社代表取締役会長(現職)

代表取締役
社長

― 佐　藤　廣　治 昭和24年４月17日生

平成12年６月 当社取締役

(注)２、
4

50

平成15年６月 　当社取締役退任

平成18年６月 　当社執行役員営業部門担当

平成20年４月 　当社取締役営業部門担当

平成21年５月 　当社代表取締役社長(現職)

取締役 総務部長 甲　佐　邦　彦 昭和21年４月15日生

昭和46年４月 当社入社

(注)２ 30
平成15年４月 当社総務部部長

平成18年４月 当社総務担当執行役員

平成19年６月 当社取締役総務部長(現職)

取締役 ― 福　村　康　廣 昭和31年８月26日生

平成15年６月 当社取締役

(注)２ 25,000

平成16年４月 当社取締役副社長

平成16年６月 ㈱東京理化工業所代表取締役社長

平成16年10月 ㈱東理ホールディングス代表取締

役社長(現職)

平成17年６月 当社代表取締役副社長

平成19年１月 当社取締役副社長

平成20年２月 当社取締役(非常勤)(現職)

監査役
(常勤)

― 塩　澤　義　一 昭和19年５月７日生

昭和42年７月 当社入社

(注)３ 3平成９年３月 当社総務部部長

平成11年６月 当社常勤監査役(現職)

監査役 ― 小　松　　　茂 昭和22年10月14日生
平成４年９月 小松税理士事務所開業(現職)

(注)３ 112
平成10年６月 当社監査役(現職)

監査役 ― 宍　倉　良　二 昭和13年５月９日生

昭和32年３月 建設省入省

(注)３ ―

昭和55年７月 建設省九州地方建設局道路部路政

課長

平成２年２月 建設省大臣官房付

平成14年９月 日本総合サービス株式会社常任参

与

平成18年６月 当社監査役(現職)

計 45,195

(注) １　監査役のうち、小松　茂及び宍倉良二は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
２　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の
時までであります。

３　監査役の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の
時までであります。

４ 平成21年４月20開催の取締役会において、代表取締役の異動が決議され品田守敏が代表取締役会長に、佐藤廣
治が代表取締役社長にそれぞれ５月１日付で就任しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

１　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、急速に変化していく経営環境に対し、柔

軟に対応しかつ企業倫理と経営方針を維持するためにもコーポレート・ガバナンスの充実を目指してお

ります。そのために適時情報開示の充実を図り、健全な企業活動を維持してまいります。

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①　会社の機関の基本説明

当社は、監査役会設置会社の経営体制を基本とし、当社の規則等に鑑み取締役会の機動性を重視し、

取締役体制を採るとともに、運営面では、各取締役及び執行役員が各々の判断で意見を述べられる独立

性を確保しております。当社の取締役は12名以内とする旨を定款で定めております。当社は、取締役の

選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行い、取締役の選任決議については累積投票によらないものとすること、解任

決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その議決権の３

分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。当社では平成21年３月31日現在社外取締役の選

任はおこなっておりませんが、社外監査役２名を含んだ３名の監査役体制で充実強化を図っておりま

す。当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的

に遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市

場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。重要な決定事実及び

決算に関する情報は、定時または臨時の取締役会(監査役出席)の付議・決議のほか、業務上の重要事項

は、適時事業部会により協議・決定する会議を開催し、経営管理の充実を図っております。これらの手

続を経た後、速やかに情報開示担当部門を通じて東証適時開示(TDnet)後、当社ホームページに掲載い

たします。

　

②　会社の機関・内部統制の関係

　

　

③　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

ア．取締役会は、内部統制基本方針を策定し、取締役による内部統制の実施状況について定期的にまた

随時、報告を受け、また報告を指示し、内部統制の実施状況を監督し、適宜、内部統制基本方針の見直

しを行っております。
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イ．代表取締役社長は、取締役会が決定した本内部統制基本方針に基づく内部統制の整備及び運用に

責任を負い、そのための内部統制の履践の重要性を役職員に周知徹底し、とりわけ内部統制に係る情

報の伝達が職員において正確かつ迅速に行われるような環境の醸成に努めております。

ウ．内部統制担当取締役は、内部統制全般を所管する取締役として総務担当取締役が任命されます。そ

の際、コンプライアンス担当及びリスク管理担当を兼務します。内部統制管理規程を策定し、各事業

部門毎に実施する内部統制の基本方針を策定するとともに、全社的なリスク評価とその対応につい

ての合理的な保証を得るための業務プロセス手続を策定するための内部統制計画を策定し、その進

捗状況をレビューし、横断的な管理を行うことに責任を負います。また、財務報告に関する内部統制

に関する計画についても、総務担当取締役が責任を負うとともに役職員に対して内部統制上有益な

見直しを行う責任を負います。

　

④　内部監査及び監査役監査の状況

ア．事業部担当取締役並びに執行役員は、内部統制システムに関する基本方針に基づき、担当業務に関

する内部統制の整備と運用に責任を負います。内部統制計画に基づき、内部監査部門と協議の上、内

部統制の目的に関する担当業務の個別具体的な目的を設定し、その達成の合理的な保証を得るため

に必要な業務プロセス毎の内部統制手続を決定し、その履践を監督する責任を負います。

イ．内部監査部門は３名以内とし、内部統制担当取締役は、所管する内部監査部門をして、各業務部門

において決定された、各業務プロセス毎に個別具体的に設定された目的の達成の合理的保証を得る

ために履践すべき内部統制手続につき、その履践の状況につき定期的に監査を行わしめるとともに、

問題点と改善策を業務担当取締役に助言し、必要に応じて重要な改善策を取締役会に具申する責任

を負います。

監査役会は、内部監査部門からの監査状況について定期的にまた随時、報告を受けるとともに内部

監査部門等との連係を通じて、内部監査の状況を監視し検証いたします。

監査役会は、内部監査に関する監査の結果について、必要あると認めたときは、取締役会に対し内

部監査の改善を助言し又は勧告しなければならない。

会計監査人と監査役会は、会計監査のほか業務監査の件で特に内部統制に関するモニタリングの

強化と社内啓蒙について協議を行っており、その結果を監査役会より取締役会に報告をしておりま

す。

ウ．職員は、自らが担当する業務に関する内部統制手続に習熟し、その実践に務めるとともに、担当業

務に関して発生する内部統制上の課題、欠陥その他の問題点の発見に努め、問題点を迅速に報告する

責任を負います。

　

⑤　会計監査の状況

当社の会計監査人は、ＫＤＡ監査法人を選任し、監査契約を結び正しい経営情報を提供し、公正かつ

不偏な立場から監査が実施される環境を整えております。さらに、会社における不祥事等のリスク発生

を未然に防止するための内部統制システムとして、代表取締役社長直轄の専門役員を設けるとともに

業務活動全般に関し、方法・計画・手続の妥当性や業務実施の有効性、法律・法令の遵守状況等につい

て内部監査を実施し、さらなる経営の透明性とコンプライアンス経営の強化に向けて法律事務所弁護

士と法律顧問の契約をおこなっており、日常発生する法律全般に関し、助言と指導を適時受けられる体

制を設けております。当社は、必要に応じてＫＤＡ監査法人等の専門家に情報開示の内容、手順につい

て確認をとり、助言を受ける体制をとっています。

会計監査の状況につきましては、当社の監査業務を執行した公認会計士は、佐佐木敬昌及び菊原栄三
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であり、ＫＤＡ監査法人に所属しています。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士７名、その

他３名であります。

　

⑥　社外監査役との関係

当社は、会社法第427条第１項により、社外監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を

限定する契約を締結することができること、当該契約に基づく責任の限度額は、法令の規定する額とす

る旨を定款で定めておりますが、責任限定契約は締結しておりません。

当社の社外監査役である小松　茂及び宍倉良二は、社外の意見・常識・思考の浸透及び多様的な視点

から社内監査役に意見・助言を行うと共に、独立的立場から監査意見を述べていただいております。

又、社外監査役と当社との間には人的関係・資本的関係又は取引関係その他特別の利害関係はありま

せん。

　

(2) リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制は、激しく変化する事業環境の中で、企業活動に関する様々なリスクへの適切な

対処が重要と認識し、リスク情報の集約、組織横断的対応力の向上及びリスク低減の仕組み強化等を図る

ため、管理部門を中心とするリスク管理体制の再整備を行っております。

　

(3) 役員報酬の内容

当社の社内取締役に対する報酬の内容は、年間報酬総額68百万円であります。

当社の監査役に対する報酬の内容は、年間報酬総額10百万円(うち社外監査役４百万円)であります。

　

(4) 取締役の任期に関する定款の定め

当社は、取締役の任期について、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会の終結の時までとする旨を定款で定めております。

　

(5) 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することによって株主総会の円滑な運営を行うこ

とを目的とし、会社法第309条第２項に定める決議について、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めてお

ります。

　

(6) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとしている事項及びその理由

①　(取締役の責任免除)

当社は、取締役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１

項の規定により、取締役会の決議をもって、同法第423条第１項の取締役(取締役であった者を含む。)の

損害賠償責任を、法令の限度において免除することができる旨を定款に定めております。

　

②　(監査役の責任免除)

当社は、監査役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１

項の規定により、取締役会の決議をもって、同法第423条第１項の監査役(監査役であった者を含む。)の

損害賠償責任を、法令の限度において免除することができる旨を定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

─ ─ 17,500 ─

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。
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③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

特に定めておりませんが、監査リスクや監査日数等を勘案して決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成19年４月１日から平成20年

３月31日まで)及び当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の財務諸表について、ＫＤＡ

監査法人による監査を受けております。

　

３　連結財務諸表の作成について

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的判断を誤

らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。なお、資産基準、売上高基

準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。

　①資産基準　     0.5%

  ②売上高基準      ―

  ③利益基準       0.1%

  ④利益剰余金基準 0.2%

    ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 911,835 1,438,693

受取手形 157,787 26,739

売掛金 484,006 73,972

営業未収入金 61,417 63,455

有価証券 330,814 362,625

販売用不動産 ※1, ※2
 919,438

※1, ※2
 919,933

商品 － 45,999

製品 262,161 62,987

原材料 87,701 19,333

前渡金 88,014 －

前払費用 51,837 44,790

未収入金 69,015 32,809

預け金 416,188 102,360

関係会社短期貸付金 440,865 －

その他 18,458 9,147

貸倒引当金 △4,310 △1,630

流動資産合計 4,295,232 3,201,219

固定資産

有形固定資産

建物 689,066 685,190

減価償却累計額 △310,670 △329,843

建物（純額） 378,396 355,347

構築物 29,778 29,778

減価償却累計額 △25,553 △26,011

構築物（純額） 4,224 3,767

機械及び装置 188,502 188,502

減価償却累計額 △180,163 △182,180

機械及び装置（純額） 8,339 6,321

車両運搬具 14,829 14,829

減価償却累計額 △12,749 △13,499

車両運搬具（純額） 2,079 1,330

工具、器具及び備品 185,905 188,024

減価償却累計額 △164,723 △171,907

工具、器具及び備品（純額） 21,182 16,117

有形固定資産合計 414,222 382,883

無形固定資産

のれん 4,875 －

借地権 19,728 14,678
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

ソフトウエア 9,200 6,526

電話加入権 16,993 14,702

無形固定資産合計 50,796 35,906

投資その他の資産

投資有価証券 161,653 82,551

関係会社株式 2,311,544 974,810

出資金 15,400 1,400

敷金及び保証金 259,946 242,566

長期貸付金 7,750 5,300

会員権 78,976 24,376

長期前払費用 6,680 6,802

長期未収入金 － 98,625

長期営業外未収入金 － 57,300

その他 84,459 9,868

貸倒引当金 △59,356 △96,436

投資その他の資産合計 2,867,054 1,407,164

固定資産合計 3,332,074 1,825,954

資産合計 7,627,307 5,027,174

負債の部

流動負債

買掛金 29,373 14,697

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 50,000

※1
 50,000

未払金 134,118 105,737

未払費用 88,370 59,970

未払法人税等 41,791 24,190

前受金 24,493 19,071

預り金 15,745 10,674

賞与引当金 5,019 2,931

未払消費税等 － 22,816

訴訟損失引当金 50,593 107,632

その他 173 1,059

流動負債合計 439,679 418,781

固定負債

長期借入金 ※1
 796,000

※1
 746,000

退職給付引当金 45,181 7,133

役員退職慰労引当金 49,990 50,480

繰延税金負債 15 －

長期預り金 79,300 79,300

固定負債合計 970,487 882,913

負債合計 1,410,166 1,301,695
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 10,000,000 5,000,000

資本剰余金

その他資本剰余金 1,600,440 1,560,321

資本剰余金合計 1,600,440 1,560,321

利益剰余金

利益準備金 52,000 －

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △5,092,073 △2,502,760

利益剰余金合計 △5,040,073 △2,502,760

自己株式 △331,749 △331,743

株主資本合計 6,228,617 3,725,817

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △11,476 △338

評価・換算差額等合計 △11,476 △338

純資産合計 6,217,140 3,725,479

負債純資産合計 7,627,307 5,027,174
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

売上高

製品売上高 4,660,586 1,914,752

商品売上高 868,508 392,709

その他の売上高 2,698,863 －

不動産事業売上高 － 227,473

その他の事業売上高 － 1,466,189

売上高合計 8,227,959 4,001,124

売上原価

製品期首たな卸高 325,784 206,724

当期製品製造原価 4,789,025 1,819,192

合計 5,114,810 2,025,916

製品期末たな卸高 260,571 62,987

製品売上原価 4,854,238 1,962,928

商品期首たな卸高 － 53,847

当期商品仕入高 － 418,340

合計 － 472,188

商品期末たな卸高 － 45,999

商品売上原価 － 426,188

その他の原価 3,459,243 －

不動産事業売上原価 － 205,901

その他の事業売上原価 － 1,273,362

売上原価合計 ※1
 8,313,482

※1
 3,868,381

売上総利益又は売上総損失（△） △85,522 132,742

販売費及び一般管理費

販売費 ※2
 416,400

※2
 304,308

一般管理費 ※3, ※4
 555,827

※3, ※4
 413,791

販売費及び一般管理費合計 972,228 718,099

営業損失（△） △1,057,750 △585,357

営業外収益

受取利息 ※5
 7,120

※5
 2,979

受取配当金 ※5
 38,252 12,625

不動産賃貸料 7,778 5,878

違約金収入 10,000 －

その他 13,821 5,842

営業外収益合計 76,973 27,325
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

営業外費用

売上割引 16,883 8,240

有価証券評価損 － 302,003

租税公課 10,593 －

雑損失 5,000 －

その他 5,003 11,648

営業外費用合計 37,480 321,891

経常損失（△） △1,018,258 △879,923

特別利益

前期損益修正益 ※6
 －

※6
 31,164

役員退職慰労引当金戻入額 14,912 5,740

受取和解金 6,000 －

その他 － 4,450

特別利益合計 20,912 41,354

特別損失

前期損益修正損 ※7
 321

※7
 25,347

投資有価証券評価損 7,835 78,724

関係会社株式評価損 3,996,894 1,336,734

事業撤退損 57,655 －

販売用不動産評価損 ※1
 333,341 －

固定資産除却損 ※10
 2,132 －

減損損失 ※9
 104,435

※9
 9,309

訴訟損失引当金繰入額 50,593 57,038

貸倒引当金繰入額 － 83,570

貸倒損失 － 45,660

その他 ※8
 18,714

※8
 14,829

特別損失合計 4,571,925 1,651,215

税引前当期純損失（△） △5,569,271 △2,489,784

法人税、住民税及び事業税 13,796 12,976

法人税等合計 13,796 12,976

当期純損失（△） △5,583,067 △2,502,760
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 5,556,71898.3 1,744,40395.9

Ⅱ　労務費 　 42,715 0.8 31,699 1.7

Ⅲ　経費 ※１ 49,630 0.9 43,046 2.4

当期総製造費用 　 5,649,064100.0 1,819,149100.0

仕掛品期首たな卸高 　 53 　 84 　

合計 　 5,649,117 　 1,819,234 　

他勘定振替高 ※２ 860,008 　 ─ 　

仕掛品期末たな卸高 　 84 　 41 　

当期製品製造原価 　 4,789,025 　 1,819,192 　

　 　 　 　 　 　

　

(注) ※１　主な内訳は、次のとおりであります。

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

外注加工費 7,487 4,055

減価償却費 5,097 5,472

修繕費 5,352 3,879

賃借料 20,382 20,405

　

※２　他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

商品売上原価への振替 860,008 ─

　

(原価計算の方法)

当社の原価計算は、総合原価計算による実際原価計算であります。
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【売上原価明細書】

　

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分 金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　商品売上原価 860,008 24.9

Ⅱ　不動産事業売上原価 820,236 23.7

Ⅲ　教育事業売上原価 1,487,94043.0

Ⅳ　特別事業売上原価 291,058 8.4

その他売上原価合計 3,459,243100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 10,000,000 10,000,000

当期変動額

減資 － △5,000,000

当期変動額合計 － △5,000,000

当期末残高 10,000,000 5,000,000

資本剰余金

その他資本剰余金

前期末残高 1,600,451 1,600,440

当期変動額

資本金から剰余金への振替 － 5,000,000

欠損填補 － △5,040,073

自己株式の処分 △10 △45

当期変動額合計 △10 △40,118

当期末残高 1,600,440 1,560,321

資本剰余金合計

前期末残高 1,600,451 1,600,440

当期変動額

資本金から剰余金への振替 － 5,000,000

欠損填補 － △5,040,073

自己株式の処分 △10 △45

当期変動額合計 △10 △40,118

当期末残高 1,600,440 1,560,321

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 31,000 52,000

当期変動額

利益準備金の積立 21,000 －

利益準備金の取崩 － △52,000

当期変動額合計 21,000 △52,000

当期末残高 52,000 －

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 714,964 △5,092,073

当期変動額

利益準備金の積立 △21,000 －

欠損填補 － 5,092,073

剰余金の配当 △202,970 －

当期純損失（△） △5,583,067 △2,502,760
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

当期変動額合計 △5,807,037 2,589,312

当期末残高 △5,092,073 △2,502,760

利益剰余金合計

前期末残高 745,964 △5,040,073

当期変動額

利益準備金の取崩 － △52,000

欠損填補 － 5,092,073

剰余金の配当 △202,970 －

当期純損失（△） △5,583,067 △2,502,760

当期変動額合計 △5,786,037 2,537,312

当期末残高 △5,040,073 △2,502,760

自己株式

前期末残高 △194,594 △331,749

当期変動額

自己株式の処分 33 62

自己株式の取得 △137,187 △56

当期変動額合計 △137,154 6

当期末残高 △331,749 △331,743

株主資本合計

前期末残高 12,151,820 6,228,617

当期変動額

剰余金の配当 △202,970 －

当期純損失（△） △5,583,067 △2,502,760

自己株式の処分 22 16

自己株式の取得 △137,187 △56

当期変動額合計 △5,923,203 △2,502,799

当期末残高 6,228,617 3,725,817

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △11,116 △11,476

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△360 11,138

当期変動額合計 △360 11,138

当期末残高 △11,476 △338

評価・換算差額等合計

前期末残高 △11,116 △11,476

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△360 11,138

当期変動額合計 △360 11,138

当期末残高 △11,476 △338
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 12,140,704 6,217,140

当期変動額

剰余金の配当 △202,970 －

当期純損失（△） △5,583,067 △2,502,760

自己株式の処分 22 16

自己株式の取得 △137,187 △56

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △360 11,138

当期変動額合計 △5,923,563 △2,491,661

当期末残高 6,217,140 3,725,479
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △5,569,271 △2,489,784

減価償却費 60,601 45,907

減損損失 104,435 9,309

投資有価証券評価損益（△は益） 7,835 78,724

関係会社株式評価損 3,996,894 1,336,734

事業撤退損失 57,655 －

損害賠償損失 50,593 57,038

貸倒損失 － 45,660

販売用不動産評価損 333,341 －

固定資産除却損 2,132 －

受取利息及び受取配当金 △45,373 △15,545

賞与引当金の増減額（△は減少） △982 △2,088

退職給付引当金の増減額（△は減少） △18,492 △38,047

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △14,912 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,916 79,500

売上債権の増減額（△は増加） 862,969 539,044

仕入債務の増減額（△は減少） 4,560 △14,676

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,554 220,500

売買目的有価証券の純増（△）減 △202,003 △31,811

前払費用の増減額（△は増加） － 7,047

未収入金の増減額（△は増加） △31,802 34,671

預け金の増減額（△は増加） △359,714 313,828

未払金の増減額（△は減少） 27,615 △26,760

未払費用の増減額（△は減少） △40,626 △28,399

預り金の増減額（△は減少） △17,838 △5,070

前受金の増減額（△は減少） △18,158 △5,422

未払消費税等の増減額（△は減少） △29,772 22,816

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は
減少）

－ △16,781

その他 △16,261 19,903

小計 △851,104 136,300

利息及び配当金の受取額 39,707 19,975

法人税等の支払額 △18,266 △13,796

営業活動によるキャッシュ・フロー △829,662 142,480
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,762 △4,281

無形固定資産の取得による支出 △2,500 △5,000

短期貸付けによる支出 △400,000 －

短期貸付金の回収による収入 － 400,000

長期貸付金の回収による収入 － 4,020

出資金の払込による支出 △500 －

出資金の回収による収入 － 11,777

敷金及び保証金の回収による収入 7,707 17,780

その他 8,084 11,736

投資活動によるキャッシュ・フロー △393,970 436,032

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △30,000 －

短期借入金の返済による支出 － △50,000

配当金の支払額 △195,570 △1,619

自己株式の取得による支出 △137,154 －

その他 － △34

財務活動によるキャッシュ・フロー △362,725 △51,654

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,586,358 526,858

現金及び現金同等物の期首残高 2,498,194 911,835

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 911,835

※1
 1,438,693
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　　該当事項はありません。
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【重要な会計方針】

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法

　(2) 売買目的有価証券

　　　時価法(売却原価は移動平均法により算定)

　(3) その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　(2) 売買目的有価証券

同左

　(3) その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

　　　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げ

の方法)によっております。

　(1) 製品、原材料及び仕掛品

　　　(ニッケル事業)

　　　　先入先出法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げ

の方法)によっております。

　(1) 製品、原材料及び仕掛品

　　　(ニッケル事業)

同左

 

　　　(その他の事業)

　　　　先入先出法

　　　(その他の事業)

同左

 

　(2) 貯蔵品

　　　　先入先出法

　(2) 貯蔵品

同左
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前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　(3) 販売用不動産

　　　　個別法

　(3) 販売用不動産

　　　　　　　　　　　同左

　　(会計方針の変更)

１　「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会

計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基

準第９号)が平成20年３月31日以前に開始す

る事業年度に係る財務諸表から適用できるこ

とになったことに伴い、当事業年度から同会

計基準を適用しております。

　　この結果、従来の方法に比べて、税引前当期純損

失、当期純損失は、それぞれ333,341千円増加

しております。

　　また、この変更については変更が当下半期にな

されたために、中間・年度の首尾一貫性を欠

くことになっております。従って、当中間会計

期間は従来の方法によっており、当事業年度

と同一の方法によった場合と比較して、税引

前当期純損失は278,449千円少なく計上され

ております。

              ─

２　ニッケル事業における製品、原材料及び仕掛品

の時価は、従来期末日のLME価格及び為替を

もって評価しておりましたが、当事業年度よ

り期末月のLME価格及び為替それぞれの平均

値をもって評価する方法に変更いたしまし

た。変更の理由は、非鉄相場の高騰によりLME

価格は当時の２倍から３倍以上で推移し、価

格の値動きも大きくなっているため、期末日

だけのLME価格及び為替をもって評価する情

報は、誤解を招くためであります。

　　これにより、従来と同一の方法を採用した場合

と比べ営業損失及び税引前当期純損失はそれ

ぞれ7,307千円減少しており、又たな卸資産

は、10,210千円増加しております。

また、ニッケル事業におけるたな卸資産の評

価損を従来は営業外費用に計上しておりまし

たが、当事業年度より売上原価に含めて表示

しております。

この結果、従来の方法によった場合に比較し

て、売上総損失、営業損失はそれぞれ7,307千

円増加しております。
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前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(附属設備は除く)については定額法)を採用してお

ります。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　　建物および構築物　　10年～50年

　　機械装置及び運搬具

　　２年～10年

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　　定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(附属設備は除く)については定額法)を採用してお

ります。
　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
　　建物および構築物　　10年～50年 
　　機械装置及び運搬具　 
　　２年～10年

　　(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年

４月１日以降に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。これによる損益に与える影響

は軽微であります。

　　(追加情報)

法人税法改正に伴い、当事業年度より、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額(１

円)との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。

この変更による損益に与える影響は軽微でありま

す。

　　また、平成19年３月31日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によっております。

 
 
 

　(2) 無形固定資産

　　定額法を採用しております。

　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づいております。

　(2) 無形固定資産

同左

　 　(3)リース資産

─ 　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　 　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算

定する定額法によっております。

　 　　平成20年３月31日以前に契約をした、リース物件の所

有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額

のうち当期対応分を計上しております。

　(2) 賞与引当金

同左

　(3) 退職給付引当金

　　当社は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。

　(3) 退職給付引当金

同左
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前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　(4) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支給に充てるため、取締役会の内

規に基づく期末要支給額を計上しております。

　(4) 役員退職慰労引当金

同左

　(5) 訴訟損失引当金

訴訟損失引当金は、工事代金の補償の損失に備える

ために、損失負担見込額を計上しております。

　(5) 訴訟損失引当金

　　　　　　　　   同左　

５　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

                        ─

 

６　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資

６　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

                  同左

７　その他財務諸表作成のための重要な事項

　(1) 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式を採用

しております。

７　その他財務諸表作成のための重要な事項

　(1) 消費税等の会計処理

同左

　(2) 販売用不動産について

　　販売用不動産のうち一定基準をこえる特定物件にかか

わる借入金利息を当該たな卸資産の取得価額に算入

する方法を採用しております。

　(2) 販売用不動産について

同左
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【会計方針の変更】

　

前事業年度 当事業年度

（自　平成19年4月 1日 （自　平成20年4月 1日

  　至　平成20年3月31日）   　至　平成21年3月31日）

　  1.リース取引に関する会計基準等の適用

― 　　所有権移転外ファイナンス・リース取引について

  は、従来、賃貸借取引に係る会計処理によっておりま

　したが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計

　基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一

　部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引

　に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

　針第16号（平成６年１月18日）（日本公認会計士協会

　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適

　用し、通常の売買取引に係る会計処理によっておりま　

　す。

　　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移　

　転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開　

　始日が平成20年３月31日以前のものについては、通常　　

　の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き　

　採用しております。これによる営業損失、経常損失及　

　び税引前当期純損失への影響はありません。

　

―  2.売買目的有価証券の評価損益の処理の変更

　   前事業年度まで売買目的有価証券として保有し有価

　証券の売買を主たる事業として評価損益を売上高およ

　び売上原価に計上しておりましたが、当事業年度より

　主たる事業ではなくなりましたので、引き続き売買目

　的有価証券としての運用は継続いたしますが、当事業　

　年度から当該評価損益につきましては営業外損益に計

　上することといたしました。この結果、従来の会計処

　理に比べ当事業年度の売上総利益が302,003千円増加し　

　、営業損失が同額減少し営業外費用が同額増額してお

　ります。
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【表示方法の変更】

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(貸借対照表)

前事業年度まで投資その他の資産のその他に含めてお

りました「会員権」と「長期前払費用」は、当事業年度

は重要性が増したため、区分掲記しております。

また前事業年度まで流動資産に含めておりました「未

成工事支出金」及び流動負債に含めておりました「未成

工事受入金」は、建設事業を廃止したのに伴い、当事業年

度よりそれぞれ投資その他の資産「その他」、固定負債

「長期預り金」に変更し表示しております。

（貸借対照表）

前事業年度まで投資その他の資産のその他に含めてお

りました「未成工事支出金」は、当事業年度は重要性が

増したため、「長期営業外未収入金」として区分掲記し

ております。

 また前事業年度まで製品に含めておりました「商

品」は当事業年度は重要性が増したため、当事業年度よ

り区分掲記しております。

(損益計算書)

　前事業年度まで「製品売上高」に含めておりました

「商品売上高」は、当事業年度より重要性が増したため、

区分掲記しております。

　また前事業年度まで独立科目で掲記していた売上原価

の「期首その他たな卸高」「当期その他仕入高」「期末

その他たな卸高」は、事業内容の区分掲記が困難となっ

たため、当事業年度より「その他の売上原価」に含めて

表示し、売上原価明細書を注記することに変更いたしま

した。

(損益計算書） 

　前事業年度の「その他の売上高」は、当事業年度におい

ては「不動産事業売上高」と「その他の事業売上高」に

区分掲記しております。また、前事業年度の「その他の売

上原価」は、当事業年度においては「商品売上原価」、

「不動産事業売上原価」および「その他の事業売上原

価」に区分掲記しています。なお、前事業年度の「その他

の売上高」を当事業年の基準により区分掲記した場合に

は、「不動産事業売上高」は1,147,101千円、「その他の

事業売上高」は1,551,762千円となります。「その他の事

業売上高」と「その他の事業売上原価」はそれぞれ教育

事業における売上高と売上原価であります。 

 

　

【追加情報】

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

所有目的の変更に伴い、有形固定資産の「土地」

350,000千円を流動資産の「販売用不動産」に振り替え

ております。

                     ─
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

※１　担保資産

　　(1) 担保に供している資産

販売用不動産 349,921千円

　　(2) 上記に対する債務
１年以内返済予定
長期借入金

50,000千円

長期借入金 796,000千円

※１　担保資産

　　(1) 担保に供している資産

販売用不動産   349,921千円

　　(2) 上記に対する債務
１年以内返済予定
長期借入金

50,000千円

長期借入金 746,000千円

※２　販売用不動産

　　　当期に「販売用不動産」の取得価額に算入した借入

金利息はありません。当期末残高に含まれる借入

金利息算入額はありません。

※２　販売用不動産

同左
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 185,514千円

特別損失 333,341千円

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 131,219千円

　 　　

※２　販売費の主な内容

従業員給料 69,229千円

賞与引当金繰入額 4,097千円

退職給付引当繰入 2,326千円

支払手数料 27,684千円

広告宣伝費 85,423千円

減価償却費 30,491千円

賃借料 6,031千円

支払報酬 30,650千円

租税公課 5,277千円

貸倒引当金繰入額 2,240千円

貸倒損失 2,013千円

※２　販売費の主な内容

従業員給料 56,734千円

賞与引当金繰入額 836千円

支払手数料 5,618千円

広告宣伝費 68,835千円

減価償却費 21,402千円

賃借料 9,466千円

支払報酬 15,636千円

租税公課 6,971千円

貸倒引当金繰入額 380千円

貸倒損失 2,018千円

※３　一般管理費の主な内容

役員報酬 112,530千円

従業員給料 25,598千円

賞与引当金繰入額 4,744千円

役員退職慰労引当金繰入 5,480千円

退職給付引当繰入 1,128千円

支払手数料 99,805千円

広告宣伝費 506千円

減価償却費 2,946千円

租税公課 61,129千円

賃借料 60,373千円

支払報酬 75,918千円

研究開発費 39,709千円

※３　一般管理費の主な内容

役員報酬 73,242千円

従業員給料 31,003千円

賞与引当金繰入額 4,415千円

役員退職慰労引当金繰入 6,230千円

支払手数料 86,364千円

広告宣伝費 528千円

減価償却費 2,514千円

租税公課 36,640千円

賃借料 65,132千円

支払報酬 31,183千円

研究開発費 11,726千円

※４　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 39,709千円

※４　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 11,726千円

※５　関係会社との取引

受取利息 5,950千円

受取配当金 38,252千円
 
　　　　　　　　　　　─

　　　　　　　　　　　─

※５　関係会社との取引

受取利息 2,186千円

　
　

　
　

※６　特別利益に計上している前期損益修正益のおもな
ものは、過年度において未払計上していたコンサ
ルタント料の精算10,500千円及び退職給付引当金
の過年度過大計上額の取崩し額18,484千円等であ
ります。

 
※７　特別損失に計上している前期損益修正損のおもな

ものは、過年度における関係会社株式に係る減損
損失11,500千円の計上もれ及び過年度における法
定福利費の計上もれ11,392千円等であります。 

 
※８　特別損失の「その他」に含まれているのは、臨時株

主総会費用10,490千円と会員権評価損6,000千円

等であります。

※８　特別損失の「その他」に含まれているのは、臨時株

主総会費用12,345千円等であります。
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　 前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※９　当事業年度において、当社は、以下の資産グループ

について、減損損失を計上しました。
 

用途 種類 場所
減損損失
(千円)

事務所・
教室

建物
大阪府
大阪市他

53,784

事務所・
教室

建物附属
設備

大阪府
大阪市他

22,262

事務所・
教室

工具器具
備品

大阪府
大阪市他

5,289

事務所・
教室

電話
加入権

大阪府
大阪市他

14,732

事務所・
教室

ソフト
ウェア

大阪府
大阪市他

8,365

合計 　 　 104,435

当社は、事業セグメントを基本単位として資産を

グルーピングしており、教育事業については、教室

毎を基本単位としてグルーピングを行っておりま

す。

上記は、時価(正味売却価額)が取得原価に比べ著

しく下落したため、104,435千円の減損損失を計上

しました。なお、回収可能額は正味売却価額によっ

ております。正味売却価額は、不動産鑑定評価額に

基づいて評価しております。

※９　当事業年度において、当社は、以下の資産グループ

について、減損損失を計上しました。
 

用途 種類 場所
減損損失
(千円)

事務所・
教室

建物附属
設備

大阪府
大阪市他

2,724

事務所・
教室

工具器具
備品

大阪府
大阪市他

1,034

事務所・
教室

電話
加入権

大阪府
大阪市他

2,291

事務所・
教室

ソフト
ウェア

大阪府
大阪市他

3,260

合計 　 　 9,309

当社は、事業セグメントを基本単位として資産を

グルーピングしており、教育事業については、教室

毎を基本単位としてグルーピングを行っておりま

す。

上記は、時価(正味売却価額)が取得原価に比べ著

しく下落したため、9,309千円の減損損失を計上し

ました。なお、回収可能額は正味売却価額によって

おります。回収可能額は、スクラップ価額としての

見積売却価額と処分に伴う費用を見込んで算定し

ております。
 

※10　固定資産除却損の内容

種類 　 　 金額(千円)

建物附属設備 　 940

機械装置 　 265

工具器具備品 　 926

合計 　 　 2,132
 

                        ─
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,020,698,682 ― ― 1,020,698,682

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 5,848,506 8,868,984 1,000 14,716,490

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

取締役会決議による取得8,854,000株及び単元未満株式の買取りによる取得14,984株

　

減少数の内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買増請求による減少1,000株

　
３　配当に関する情報

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 202,970 0.2平成19年３月31日 平成19年６月29日

　
　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　　　該当事項はありません
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当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,020,698,682 ― ― 1,020,698,682

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 14,716,490 15,220 2,770 14,728,940

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取りによる取得15,220株

　

減少数の内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買増請求による減少2,770株

　
３　配当に関する情報

　(1) 配当金支払額

　　　　該当事項はありません
　

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　　　該当事項はありません

　

(キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※1　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲　

　載されている科目の金額との関係

現金及び預金 　 911,835千円

現金及び現金同等物 　 911,835千円
　

※1　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲　

　載されている科目の金額との関係

現金及び預金 　 1,438,693千円

現金及び現金同等物 　 1,438,693千円
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

その他
(工具器具
及び備品)

46,15231,97014,182

　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

その他
(工具器具
及び備品)

34,72229,577 5,144

　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

２　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 8,249千円

１年超 5,932千円

　合計 14,182千円

　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

２　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,872千円

１年超 3,272千円

　合計 5,144千円

　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

 

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 8,594千円

減価償却費相当額 8,594千円

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 6,114千円

減価償却費相当額 6,114千円

 

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。

(減損損失について)
リース資産に配分された減損損失はありません。

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。

(減損損失について)
リース資産に配分された減損損失はありません。
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(有価証券関係)

前事業年度(平成20年３月31日現在)

１　売買目的有価証券

　

区分
当事業年度

(平成20年３月31日)

貸借対照表日における貸借対照表計上額(千円) 330,814

当該事業年度の損益に含まれた評価差額(千円) 291,058

　

２　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　

区分 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

(1) 子会社株式 ― ― ―

(2) 関連会社株式 2,291,544 2,291,544 ―

計 2,291,544 2,291,544 ―

　

３　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

当事業年度
(平成20年３月31日)

取得原価(千円) 貸借対照表計上額(千円) 差額(千円)

その他 2,621 2,660 38

　

４　時価評価されていない有価証券

　

区分

当事業年度
(平成20年３月31日)

貸借対照表計上額(千円)

(1) その他有価証券 　

　　　非上場株式 158,993

(2) 子会社株式 20,000

計 178,993
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当事業年度(平成21年３月31日現在)

１　売買目的有価証券

　

区分
当事業年度

(平成21年３月31日)

貸借対照表日における貸借対照表計上額(千円) 362,625

当該事業年度の損益に含まれた評価差額(千円) 302,003

　

２　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　

区分 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

(1) 子会社株式 ─ ─ ─

(2) 関連会社株式 954,810 763,848 △190,962

計 954,810 763,848 △190,962

（注）表中の「貸借対照表計上額」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において減損処理を　

　　　　行い、関係会社株式評価損1,336,734千円を計上しております。

　

３　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

当事業年度
(平成21年３月31日)

取得原価(千円) 貸借対照表計上額(千円) 差額(千円)

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

　 　 　

その他 ─ ─ ─
貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 　 　 　
その他 2,621 2,282 △338

　

４　時価評価されていない有価証券

　

区分

当事業年度
(平成21年３月31日)

貸借対照表計上額(千円)

(1) その他有価証券 　

　　　非上場株式 80,268

(2) 子会社株式 20,000

計 100,268
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)及び当事業年度(自　平成20年４月１日　至　

平成21年３月31日)

　当社は、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は、退職一時金制度を設けております。

　

２　退職給付債務に関する事項

　 　
(1) 退職給付債務 △45,181千円
(2) 未積立退職給付債務 △45,181千円
(3) 退職給付引当金 △45,181千円

(注)　退職給付債務の算定にあたり簡便法を選択しております。

　

３　退職給付費用に関する事項

　 　
(1) 当期発生分の退職費用 3,455千円
(2) 退職給付費用 3,455千円

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は、退職一時金制度を設けております。

　

２　退職給付債務に関する事項

　 　
(1) 退職給付債務 △7,133千円
(2) 退職給付引当金 △7,133千円

(注)　退職給付債務の算定にあたり簡便法を選択しております。

　

３　退職給付費用に関する事項

　 　
(1) 当期発生分の退職費用 1,468千円
(2) 退職給付費用 1,468千円

　

(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)及び当事業年度(自　平成20年４月１日　至　

平成21年３月31日)

　該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の内訳

 

(単位：千円)

　繰延税金資産(流動) 　

　　土地売却益 96,386

　　販売用土地評価損 95,924

　　訴訟損失引当金 20,586

　　未払事業税 11,391

　　その他 11,007

　 235,294
　 　
繰延税金資産(固定) 　

　　税務上の繰越欠損金 9,955,842

　　関係会社株式評価損 1,684,877

　　減価償却超過額 665,305

　　その他 235,125

　 12,541,149

　繰延税金資産小計 12,776,443

　評価性引当金 △12,776,443

　繰延税金資産の純額 ―

　繰延税金負債 　

　　その他有価証券評価差額金 △15

　　繰延税金負債合計 △15

　　繰延税金負債の純額 △15

　 　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の内訳

 

(単位：千円)

　繰延税金資産(流動) 　

　　訴訟損失引当金 43,795

　　未払事業税 4,563

　　その他 11,294

　　 59,652

　 　

　 　
　 　
繰延税金資産(固定) 　

　　税務上の繰越欠損金 10,039,878

　　関係会社株式評価損 2,190,473

　　減価償却超過額 454,244

　　その他 304,517

　 12,989,114

　繰延税金資産小計 13,048,766

　評価性引当金 △13,048,766

　繰延税金資産の純額 ─

　 　

　　 　

　　 　

　　 　

　 　

２　税引前当期純損失のため、「法定実効税率」と「税効

果会計適用後の法人税等の負担率」との差異について

の項目別内訳は、記載しておりません。

２　税引前当期純損失のため、「法定実効税率」と「税効

果会計適用後の法人税等の負担率」との差異について

の項目別内訳は、記載しておりません。
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(持分法損益等)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

関連会社に対する投資の金額 2,291,544千円

持分法を適用した場合の投資の金額
2,291,544千円

 

持分法を適用した場合の投資利益の金額 216,702千円
　

関連会社に対する投資の金額 954,810千円

持分法を適用した場合の投資の金額 1,970,409千円

持分法を適用した場合の投資損失の金額 321,134千円
　

　

前へ
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【関連当事者情報】

　　前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(1) 役員及び個人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の
内容又
は
職業

議決権
等の所有
(被所有)
割合
(％)

関係内容
取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)役員の

兼任等
事業上の
関係

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等(当該会
社等の子会
社を含む)

サ ン
ユー
不動産
㈱

東京都
千代田区

30,000
不動産
業

(所有)
―

(被所有)
―

役員の
兼任１名

支払
手数料

不動産
事業に
関わる
業務報
酬他

25,000― ―

㈱恒陽
東京都
目黒区

10,000
不動産
業

(所有)
―

(被所有)
0.0

役員の
兼任１名

支払
手数料

不動産
事業に
関わる
業務報
酬他

65,000― ―

日本ケ
ミック
㈱

東京都
千代田区

10,000
内装
工事業

(所有)
―

(被所有)
0.0

役員の
兼任１名

支払
手数料

不動産
事業に
関わる
業務報
酬他

3,000― ―

　

(取引条件及び取引条件の決定方針等)

１　取引金額には消費税等が含まれておりません。

２　報酬額等については、市場価格等を勘案して、一般の取引条件と同様に決定しております。

　

(2) 子会社等

　

属性
会社等
の名称
又は氏名

住所

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の
内容又は
職業

議決権
等の所有
(被所有)
割合
(％)

内容
取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)役員の

兼任等
事業上の
関係

関連
会社

㈱ 東 理
ホ ー ル
ディング
ス

東京都
中央区

11,995
非鉄
金属

(所有)
20.4
(被所有)
 9.0

役員の
兼任１名

資金の
援助

資金の
貸付

400,000
短期
貸付金

400,000

貸付金
利息

5,950
未収
収益

5,950

　

(取引条件及び取引条件の決定方針等)

資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して決定しております。
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当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

　該当事項はありません。

　

　

(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連
会社

㈱東理ホール
ディングス

東京都
中央区

10,000非鉄金属

（所有）
直接　20.5
　（被所
有）直接
12.9

資金援助　
 
役員の兼任

資金の貸付
　　

400,000 ─ ─

貸付金利息 2,186 ─ ─

取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して決定しております。

　

(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

　

　該当事項はありません。
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(4) 財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等(当該会
社等の子会
社を含む)
 
 

サンユー
不動産㈱
　

東京都
千代田区
　

30,000
 
不動産業
 

(所有)
―

(被所有)
―

　

支払手数料
　　　

 
役員の兼任

不動産事
業に関わ
る業務報
酬他
 

12,000 ─ ─

取引条件及び取引条件の決定方針等

１　取引金額には消費税等が含まれておりません。

２　報酬額等については、市場価格等を勘案して、一般の取引条件と同様に決定しております。

　　

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　　 
　　　当事業年度において、重要な関連会社は㈱東理ホールディングスであり、その要約財務情報は 
　　以下のとおりであります。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）
　　　　　　　　　　　㈱東理ホールディングス 

　　　　　流動資産合計       　　　　 6,507 
　　　　　固定資産合計       　　　　 7,618 

　　　　　流動負債合計       　　　　 3,558 
　　　　　固定負債合計       　　　　 1,391 

　　　　　純資産合計 　      　　　　 9,176 

　　　　　売上高 　 　　　　　　　　 28,490 
　　　　　税引前当期純損失（△） 　△ 1,726 
　　　　　当期純損失（△） 　　　　△ 1,872 

　

　

EDINET提出書類

株式会社エス・サイエンス(E01300)

有価証券報告書

61/77



(企業結合等関係)

　

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 6.18円
　

１株当たり純資産額 3.70円
　

１株当たり当期純損失 5.51円
　

１株当たり当期純損失 2.49円
　

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載をしておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載をしておりません。

(注)　算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

項目
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 6,217,140 3,725,479

普通株式に係る純資産額(千円) 6,217,140 3,725,479

普通株式の発行済株式数(千株) 1,020,698 1,020,698

普通株式の自己株式数(千株) 14,716 14,728

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

1,005,982 1,005,969

　

２．１株当たり当期純損失金額

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純損失（△）(千円) △5,583,067 △2,502,760

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式に係る当期純損失（△）(千円) △5,583,067 △2,502,760

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,012,187 1,005,976
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(重要な後発事象)
　

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

平成20年４月10日に開催された臨時株主総会におきま

して、下記の事項が決議されております。

                       ─

１　資本減少の件

　(1) 資本減少の要領

　　イ．減少すべき資本の額

資本金の額10,000,000,000円を

5,000,000,000円減少して

5,000,000,000円とし、減少額はその他資本剰余

金に計上するものであります。

　　ロ．資本の減少の方法

発行済株式数の変更は行わず、資本の額のみを

減少するものであります。

　

　(2) 資本減少の日程

　　イ．債権者異議申述最終期日

平成20年４月28日(月曜日)

　　ロ．効力発生日

平成20年４月30日(水曜日)

　

２　取締役１名選任の件

取締役に佐藤廣治氏(新任)が選任され、就任いたし

ました。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

有価証券 売買目的有価証券

㈱ＲＩＳＥ 14,058,000 28,116

東急リバブル㈱ 93,000 39,339

スター精密㈱ 50,000 45,300

日本パーキング㈱ 897 33,189

㈱トプコン 30,000 11,460

大平洋金属㈱ 60,000 25,800

㈱キトー 38 2,796

㈱ＴＡＩＹＯ 620,000 62,620

住友商事㈱ 20,000 16,860

オークマ㈱ 20,000 7,300

㈱森精機 40,000 35,640

三井物産㈱ 30,000 29,580

三菱商事㈱ 15,000 19,275

㈱小松製作所 5,000 5,350

小計 15,041,935 362,625

投資有価証券 その他有価証券

丸大証券㈱ 700,000 61,460

㈱トリアス 1,000 17,193

共栄産業㈱ 12,000 1,500

ゲット証券㈱ 200 115

㈱創研 8,400 0

ネットワーク
セキュリティ㈱

300 0

㈱アジアハイテク
サテライト

250 0

小計 722,150 80,268

　 　 計 15,764,085 442,894

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額(千円)

　 　 (投資信託受益証券) 　 　

投資有価証券 その他有価証券 エブリィワン 200 1,983

　 　
ニッセイ日本ストラ
テジックオープン

100 299
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　 　 計 300 2,282

　

EDINET提出書類

株式会社エス・サイエンス(E01300)

有価証券報告書

66/77



【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 689,066 320
4,196
(2,724)

685,190329,84320,467355,347

　構築物 29,778 ─ ─ 29,77826,011 457 3,767

　機械及び装置 188,502 ─ ─ 188,502182,1802,017 6,321

　車両及び運搬具 14,829 ─ ─ 14,82913,499 749 1,330

　工具器具及び備品 185,9053,961
1,843
(1,034)

188,024171,9077,96016,117

有形固定資産計 1,108,0824,281
6,039
(3,758)

1,106,325723,44131,652382,883

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　のれん 15,031 ─ 406 14,62514,6254,875 ─

　借地権 20,362 406 6,09014,678 ─ ─ 14,678

　ソフトウェア 24,57412,372
3,260
(3,260)

33,68627,1594,413 6,526

　その他 16,993 ─
　2,290
(2,290)

14,702 ─ ─ 14,702

無形固定資産計 76,96012,778
12,047
(5,551)

77,69141,7849,28835,906

　長期前払費用 15,30627,02514,18528,14621,3444,966 6,802

(注)　長期前払費用は、不動産保証協会の入会金及び入会協力金並びに不動産賃借時に支払った保証金等で、５年間で償

却するものであります。

なお、当期減少額のうち( )内は内書きで減損損失の計上額であります。
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【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ─ ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 50,000 50,000 ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ─ ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

796,000 746,000 ―
平成22年５月～平成30

年５月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ─ ― ―

その他有利子負債 ― ─ ― ―

合計 846,000 796,000 ― ―

(注) １　１年以内に返済予定の長期借入金50,000千円及び長期借入金746,000千円は、科学技術振興機構との新技術開

発委託契約に基づく新技術の開発に必要な資金の借入れに係るものであります。当該借入金は無利息であり

ます。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後以降５年内における１年ごとの返済予定額

の総額

　
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

50,000 50,000 50,000 50,000

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 63,666 98,066 50,800 12,866 98,066

賞与引当金 5,019 12,758 9,270 5,575 2,931

訴訟損失引当金 50,593 57,038 ─ ─ 107,632

役員退職慰労引当金 49,990 6,430 ─ 5,940 50,480

(注) １　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」の欄の金額は、洗替によるものであります。

　　 ２　賞与引当金の「当期減少額(その他)」の欄の金額は、洗替によるものであります。

３　役員退職慰労引当金の「当期減少額(その他)」の欄の金額は、戻入によるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　
区分 金額(千円)

現金 3,140

預金 　

　当座預金 1,405,434

　普通預金 30,118

計 1,435,553

合計 1,438,693

　

②　受取手形

　　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

清水鍍研材㈱ 17,279

早川商事㈱ 8,130

その他 1,329

合計 26,739

　

　　期日別内訳

期日 金額(千円)

平成21年４月満期 9,158

平成21年５月満期 8,106

平成21年６月満期 6,115

平成21年７月満期 3,358

合計 26,739

　

③　売掛金

　　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

上村工業㈱ 31,529

旭日産業㈱ 15,628

双日㈱ 8,260

その他 18,553

合計 73,972

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

期首残高　　　(千

円)

(Ａ)

当期発生高　 (千

円)

(Ｂ)

当期回収高　　(千

円)

(Ｃ)

期末残高　　　(千

円)

(Ｄ)

回収率(％)

(Ｃ)

×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(月)

((Ａ)＋(Ｄ))×
１　

２　

(Ｂ)×
1　 　

12　 　

484,0062,430,0122,840,045 73,972 97.5 1.4ヶ月

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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④　営業未収入金

相手先 金額(千円)

授業料 63,455

　

⑤　販売用不動産

地域別 面積(㎡)
金額(千円)
(内、土地の額)

北海道地区 357,610.84
350,000
(350,000)

東北地区 1,200.67
100,000
(100,000)

関東地区 32.17
52,000
(   ─ )

中部地区 1,833.70
75,000
(71,300)

関西地区 ─
342,933
(   ─ )

合計 360,677.38
919,933
(521,300)

　

　　　 ⑥ 　商品

品名 金額（千円）

ニッケル地金 43,692

塩化ニッケル 2,307

合計 45,999

　

⑦　製品

品名 金額(千円)

ニッケル地金 55,674

硫酸ニッケル 7,313

合計 62,987

　

　

　

⑧　原材料

品名 金額(千円)

(原材料) 　

　 ニッケル地金 19,024

　 その他 309

計 19,333

　

⑨　関係会社株式

銘柄 金額(千円)

(関連会社株式)
　㈱東理ホールディングス

954,810

(子会社株式)
　志村産業㈱

20,000

合計 974,810

　

⑩　買掛金

相手先 金額(千円)

㈲ファーストエージェンシー 7,684

㈱プリンティングこうしん 2,325

㈱エデュケーショナルネットワーク 1,392

㈱創研 1,371

その他 1,923

合計 14,697
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(3) 【その他】

当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等

　

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

（自　平成20年４月１日 （自　平成20年７月１日 （自　平成20年10月１日 （自　平成21年１月１日

　至　平成20年６月30日） 　至　平成20年９月30日） 　至　平成20年12月31日） 　至　平成21年３月31日）

　 　 　 　 　

売上高　　　　　　 1,252,588 1,307,846 842,556 598,133
（千円） 　 　 　 　

税引前 　 　 　 　

四半期純利損失金額 191,045 335,240 1,711,352 252,146
（千円） 　 　 　 　

　 　 　 　 　

四半期純損失金額 194,301 338,480 1,714,592 255,386
（千円） 　 　 　 　

１株当たり 　 　 　 　

四半期純損失金額 0.19 0.34 1.70 0.25
（円） 　 　 　 　
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
 
（特別口座）
東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社

　　取次所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
　http://www.s-science.jp

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

 
(1) 
 

 
自己株券買付状況
報告書

　 　 　
 
平成20年４月８日
関東財務局長に提出。

(2) 
 
有価証券報告書
及びその添付書類

 
事業年度
第89期

　
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

　
 
平成20年６月30日
関東財務局長に提出。

 
(3) 

 
四半期報告書、四半期
報告書の確認書

第90期第１　四
半期

自　平成20年４月１日　
至　平成20年６月30日　

　 平成20年８月14日　　関東
財務局長に提出

　
　

　
　

 
第90期第２　　四

半期
 

自　平成20年７月１日　
至　平成20年９月30日　

　
平成20年11月14日　　関東
財務局長に提出

　 　

第90期第３　　四
半期
 

自　平成20年10月１日　
至　平成20年12月31日　 　

平成21年２月13日　　関東
財務局長に提出

(4)臨時報告書 　
　

　
　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表者の異動）の規定に基づく臨時報告書

平成21年５月12日関東財務局長に提出

(5) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度　第89期　自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日　

平成20年８月７日関東財務局長に提出

事業年度　第89期　自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日　

平成20年８月20日関東財務局長に提出

(6) 四半期報告書の訂正報告書、四半期報告書の訂正報告書の確認書

事業年度　第90期　自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日　

平成20年８月20日関東財務局長に提出

事業年度　第90期　自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日　

平成21年２月25日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月27日

株式会社エス・サイエンス

取締役会　御中

　

ＫＤＡ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐 佐 木　　敬　　昌　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 　 小　　泉 　　　　明　　 ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社エス・サイエンスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第89期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社エス・サイエンスの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

１．重要な会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から棚卸資産の評価に関する会計基準を

適用している。

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成20年４月10日開催の臨時株主総会において減資につい

て決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

　２　事業年度の財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年６月26日

株式会社エス・サイエンス

取締役会　御中

　

ＫＤＡ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐 佐 木　　敬　　昌　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　菊　原　　　栄　三　　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社エス・サイエンスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの会計年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表

について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社エス・サイエンスの平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

追記情報

会計方針の変更に記載のとおり、会社は売買目的有価証券について、従来評価損益を売上高及び売上原価に

計上していたが、当会計期間より主たる事業ではなくなったため、評価損益について営業外損益に計上するよ

うにした旨の記載がある
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社エス・サ

イエンスの平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備

及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部

統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載

を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠し

て内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、株式会社エス・サイエンスが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

　
 
※１　上記は、監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証

券報告書提出会社が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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